（様式１）別紙６

令和　　年　　月　　日

横浜市長
住　　　　所：
商号又は名称：
代表者職氏名：

参加意向申出書
次の件について、提案資格の要件を満たしていることを確認した上で、プロポーザルの参加を申し込みます。

件名：横浜市再エネ連携協定に係る再エネ見学ツアー支援制度構築事業

１　参加意向申出者
	商号又は名称
	

	代表者職 氏名
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	有資格者名簿
業者コード
※申込み中の場合はその旨を記載すること。
また、申請した種目を記載すること。
	



２　書類送付等連絡先
	担当者所属
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	電話・ＦＡＸ
番号
	ＴＥＬ　　　　　　　－　　　　　　－
ＦＡＸ　　　　　　　－　　　　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　＠



（様式２）
令和　　年　　月　　日　

横浜市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所：　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名：　　　　　　　　　　㊞
　　　　
誓　約　書

下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。

記

（１）旅行業法の第一種旅行業務または第二種旅行業務に登録していること。
（２）横浜市市民協働条例に基づく協働契約を締結できる者であること。
（３）締結した協働契約及び関係法令等を遵守できる者であること。
（４）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当していない者。
（５）破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその開始決定がされている者でないこと。
（６）銀行取引停止処分を受けていない者。
（７）会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に基づく再生手続き開始の申立又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づく再生手続きの申立がなされている者（更正又は再生の手続開始の決定がなされている者で履行不能に陥るおそれがないと横浜市が認めたものを除く。）でないこと。
（８）個人情報の適正管理、情報の流出防止策など、情報セキュリティ対策を講じていること。
（９）本人又は団体の代表者及び構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員、暴力団員の統制下にある者又は暴力団員の利益となる活動を行う者でないこと。
（10）１年間の法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者。
（11）宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。




連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail



（様式３）
令和　　年　　月　　日
　　
横浜市長

住　　　　所：
商号又は名称：
代表者職氏名：

質　　問　　書

件名：横浜市再エネ連携協定に係る再エネ見学ツアー支援制度構築事業

	質　　問　　事　　項

	















	連絡担当者

	所属
	　

	　氏名
	

	電話
	

	Email
	




※質問がない場合は質問書の提出は不要です。
質問書送信先：da-saiene@city.yokohama.lg.jp 

（様式４表紙）
令和　　年　月　日
横浜市長

住　　　　所：
商号又は名称：
代表者職氏名：


提案書

次の件について、提案書を提出します。

件名：横浜市再エネ連携協定に係る再エネ見学ツアー支援制度構築事業

添付書類
　・（様式４）提案内容
　・（様式５）事業遂行体制
　・（様式６）類似業務履行実績概要
　・（様式７）ワークライフバランス及び脱炭素・SDGs等に関する取組
　・（様式８）提案書の開示に係る意向確認書
　・参考見積書

　




連絡担当者
所属
氏名
電話
　E-mail


（様式４）

提案内容











（様式５）

事業遂行体制




































（様式６）

類似業務履行実績概要








































（様式７）
ワークライフバランス及び脱炭素・SDGs等に関する取組
該当する□にレ点を入れ、必要書類を添付してください。

１　次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定
（従業員101人未満の場合のみ加算）
□　策定し、労働局に届け出ている
※労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」を提出すること。（受付印がない場合でも、届出の事実が確認できる場合には加点評価する。）

２　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画の策定
（従業員101人未満のみ加算）
□　策定し、労働局に届け出ている
※労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」を提出すること。（受付印がない場合でも、届出の事実が確認できる場合には加点評価する。）

３　次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク）、女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律に基づく認定、又は、よこはまグッドバランス賞の認定の取得
□　取得している、又は認定されている
※次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けている場合は、「基準適合一般事業主認定通知書の写し」又は「基準適合認定一般事業主認定通知書の写し」を提出すること。女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定又はグッドバランス賞の認定を受けている場合は、「認定通知書の写し」又は「認定証の写し」を提出すること。

４　青少年の雇用の促進等に関する法律に基づくユースエール認定の取得
□　取得している、又は認定されている
※「認定通知書の写し」を提出すること。

５　障害者雇用促進法に基づく法定雇用率の達成
　　　□　障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.5％を達成している。(従業員40人以上)、又は、障害者1人以上雇用している。(従業員40人未満)
※「達成している」を選択した場合、ハローワークに提出した「障害者雇用状況報告書（事業主控）」の写しを提出すること。

６　健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得
· 健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得、又は、横浜健康経営認証のAAAクラス若しくはAAクラスの認証を受けている

 ７　横浜市SDGs認証制度“Y-SDGs”の取得
· 取得している、又は認定されている





　（様式８）
令和 　年 　月 　日

横浜市長
住        所
商号又は名称 
代表者職氏名



提案書の開示に係る意向申出書


提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。 


件名：横浜市再エネ連携協定に係る再エネ見学ツアー支援制度構築事業


１．提案書の開示を承諾します。


上記の件について、

２．提案書の非開示を希望します。 
理由： 





※ 本 申 出書は提案書の内容を非開示とすることを確約するものではありません。「横浜市 の 保 有 する情報の公開に関する条例」等 関連規定に基づき、公 開が妥当と判断される部分 に つ いては開示する場合があります。 



連絡担当者 
所属 
氏名 
電話 
ＦＡＸ 
E－ mail


